
資料　2－2

長期修繕計画（№118）と修繕積立金会計収支（№84～96）の考え方

合計① 合計② ①+②

A 5 B 5 10 C 4 D 3 E 5 12

パターン A' -5 B' 0 C' 2 D' 1 E' 0 3

作成 計画内容 積立方式 収支計画 徴収額 C" 0 D" 0 0

1 有 GL同等 均等 プラス 計画通 22 A 5 B 5 10 C 4 D 3 E 5 12 22

2 有 GL同等 段階 プラス 計画通 20 A 5 B 5 10 C' 2 D 3 E 5 10 20

3 有 GL同等 段階 一時金あり 計画通 18 A 5 B 5 10 C' 2 D' 1 E 5 8 18

4 有 GL同等 均等 プラス 不足 17 A 5 B 5 10 C 4 D 3 E' 0 7 17

5 有 GL同等 段階 プラス 不足 15 A 5 B 5 10 C' 2 D 3 E' 0 5 15

6 有 GL同等 段階 一時金あり 不足 13 A 5 B 5 10 C' 2 D' 1 E' 0 3 13

7 有 GL同等 段階 マイナス 12 A 5 B 5 10 C' 2 D" 0 2 12

8 有 それ以外 ＊ 5 A 5 B' 0 5 C" 0 0 5

9 無 ＊ -5 A' -5 -5 C" 0 0 -5

作成 計画の内容 積立方式 収支計画 現行の徴収額

作成 計画の内容 積立方式 収支計画 現行の徴収額

A B 計画期間 C D E

25年以上

修繕工事項目

5 19項目
※1 4 3 5

見直し

7年以内
※2 C' D' E'

5

2 1 0

B' D"

0 0

A' C"

-5 0

§長期修繕計画の要件 §積立方式

※１　「長期修繕計画標準書式・作成ガイドライン活用の手引き」（平成20年7

月　監修：国土交通省、発行：（財）マンション管理センター）において示さ

れた「推定修繕工事項目」19項目を標準として定めていること。【19項目と

は、仮設工事、屋根防水、床防水、外壁塗装等、鉄部塗装等、建具・金物等、

共用内等、給水設備、排水設備、ガス設備、空調・換気設備、電灯設備等、情

報・通信設備、消防用設備、昇降機設備、立体駐車場設備、外構・附属設備、

調査・診断、設計、工事監理等費用、長期修繕計画作成費用であり、その中で

対象物件に該当しないものは除く】

※２「5年程度ごとの見直し」を標準的な対応としているが、総会決議を条件と

していることから、それまでの所要期間を配慮して「7年以内」としている。

直近決算時点の収支決算書における収入額の

年度合計（臨時的な収入は除く）が、長期修

繕計画書（様式第4-1号）から確認できる収

入年度合計の金額より上回るか否かで判断す

る

※３　均等積立方式とは、作成時に計画された修繕工事費の累計額を計画期間中均等に

積み立てる方式

（見直し時は、工事累計額が変動するので、作成時の工事累計額をもって均等額は再計

算される）

※４　段階増額積立方式とは、当初の積立額を抑え段階的に積立額を値上げする方式

評価シート　項番118 評価シート 項番84～96

無 ＊

長期修繕計画 資金計画 修繕積立金

有

※総会決議された長期修繕

計画であること

均等積立方式※3

計画期間の推定修繕工事費

の累計額よりも修積金の累

計額が上回っている設定

収支計画通りまたはそれ以

上の修繕積立金を徴収でき

ている

段階増額方式※4

計画期間の推定修繕工事費

の累計額よりも修積金の累

計額が上回っているが「一

時金あり」の設定

収支計画通りに修繕積立金

を徴収できていない

それ以外

計画期間の推定修繕工事費

の累計額よりも修積金の累

計額が下回っている設定

長期修繕計画があって、資金計画が策定できると

いう考え、長期修繕計画（№118）の評価で0点以

下は、評価ポイントは０ｐとする
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